令和７年６月４日
大阪府財務部税務局税政課

大阪府次期税務情報システム調達及び税務事務のDXにかかる
情報提供依頼（RFI）実施要領

１．背景、目的
大阪府（以下「本府」という。）における現行の税務情報システムは、異なる環境で個別に稼働していた「税務総合電算システム」、「自動車税電算システム」、「滞納整理支援システム」等の統合及びあて名情報の一元化を実施し、ホストコンピュータからサーバへダウンサイジングを行い平成27年9月に運用を開始した。
しかしながら、毎年度実施される税制改正等に伴うプログラム改修によるシステムの肥大化・複雑化、技術者不足による保守性の低下、近年の人件費の高騰による維持管理費用や改修費用の増加が課題となっている。
また、行政手続きに係るオンライン化やペーパーレス化が急速に進展し、府民サービス向上や職員の生産性向上、ホストコンピュータ時代のUI/UX（システムのデザインや操作画面、操作性）の改善が求められている。
さらに、国、地方自治体、庁内他システム等との連携による業務の効率化、事務負担の軽減等に適宜対応するとともに、サーバのリース期間等に合わせた計画的なシステム更改を行う必要がある。本府の目指す次期税務情報システム（以下「次期システム」という。）と税務事務のＤＸの実現に要する機能や経費積算の参考とするため、情報提供を依頼する。

２．構築の方針
次期システムは、次期税務情報システム基本構想及び大阪府情報システム全体最適化計画に基づき、原則、SaaSやパッケージソフトウェアを利用し、カスタマイズの抑制や代替手段であるローコード・ノーコードツールの活用を前提とする。また、現行システムを活用する際は資産のスリム化を前提とする。
さらに、システムの稼働環境は、SaaSやパッケージソフトウェア、現行システム活用のいずれの場合も、事業者自らが準備するパブリッククラウド（SaaSを含む）を採用する。
なお、情報提供にかかる本府からの資料提供時期は「３．スケジュール」のとおりとする。

３．スケジュール
本RFIの全体の流れは以下のとおり。
　１　事業者からの参加表明書の提出　６月２３日（月）まで
参加表明書で回答予定の項目について、事前に本府担当者と調整すること
　２　本府からの資料提供（第一弾）　参加表明書の提出後
　３　本府からの資料提供（第二弾）　７月初旬ごろ
　４　事業者からの質問受付　　　　　７月１８日（金）まで
　５　本府からの質問に対する回答　　７月２５日（金）ごろ
　６　事業者からの情報提供　　　　　８月1日（金）まで

４．情報提供依頼内容
本府から依頼する情報提供依頼内容は以下のとおり。
	No
	情報提供依頼項目
	依頼概要
	備考

	1
	機能要件一覧の対応可否
	本府が提供する機能要件一覧に対して、貴社が提供するシステムでの対応可否に係る情報
	※１

	2
	解決すべき課題一覧の対応可否
	本府が提供する解決すべき課題一覧に対して、貴社が提供するシステムでの対応可否に係る情報
	※２

	3
	システム構築スケジュール（案）
	貴社に対応いただく場合の税務情報システム稼働開始までのシステム構築スケジュール案
	

	4
	概算見積
	本府が提供する機能要件一覧等の各種資料に基づく概算見積
	

	5
	調達仕様書【RFI実施用】及び要件定義書【RFI実施用】への意見
	本府が提供する調達仕様書【RFI実施用】及び要件定義書【RFI実施用】に記載の要件に関する意見
	


※１…RFI第一弾対象：2業務/第二弾対象：13業務
※２…RFI第一弾対象：8課題/第二弾対象：8課題

５．提供方法
電子メールで提出すること。
なお、メール容量が10MBを超える場合は、予め本府と連絡・調整の上、本府の大容量ファイル転送サービスを利用して提出すること。
本府の様式で情報提供を行う資料についてはPDF化せず、Excel形式等のまま提出すること。

６．提出先
組織名	：大阪府財務部税務局税政課システムグループ
アドレス	：ZeiSystemRebuildPJT@gbox.pref.osaka.lg.jp
電話番号	：06-6937-2550
担当者名	：山田・沼守・茶谷

７．特記事項
情報提供された資料等は本府及び「大阪府次期税務情報システム基本構想策定等支援業務」の委託先（再委託先を含む）の範囲でのみ情報共有する。
また、以下の点に留意すること。
· 情報提供に係る一切の経費については、貴社の負担とする。
· 情報提供された資料等は貴社から明確な指示があったものを除き返却しない。
· 情報提供された資料等について、大阪府情報公開条例（平成11年大阪府条例第39号）に基づく公開請求があり、同条例第17条に規定する第三者情報が含まれている場合は、開示決定等行う前に、貴社に意見を求める。
· 情報提供のあった内容について、確認事項、追加依頼事項等が発生した場合には、後日質問対応、デモンストレーション、追加情報提供等を依頼する可能性がある。

以上
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